自治労北海道本部男女がともに担う拡大推進委員会　                                                 

 2013.9.6
「今こそ労働組合に女性の力を！」　　
自治労本部　青木真理子
はじめに

１．男女平等に関する動き
　  1975  国連「国際婦人年世界大会」メキシコ　「国際婦人年」と宣言　

1976～85年　「国際婦人の10年」・・各国が集中的に男女平等の運動展開決定
　　1975　市川房枝参議院議員の呼びかけで、民間女性団体、労組婦人部など2,000人が集結

　　　　　　「国際婦人年日本大会」開催　⇒　国際婦人年日本大会の決議を実現する連絡会結成
　　1979  国連総会「婦人に対するあらゆる差別の撤廃に関する条約」採択
　　1980  「国際婦人の10年・中間年世界大会」・・女性差別撤廃の署名式（日本も署名）
　　1985  「　　〃　　・最終年世界大会」・・「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」採択
２．プロジェクトＸ　～挑戦者たち～　
飛翔　女たちの10年戦争「男女雇用機会均等法誕生」
３．男女平等に関する国内法
(1) 男女雇用機会均等法（1985）
1986　雇用における男女の均等な機会および待遇の確保

1997　雇用管理の全ステージにおける女性差別の禁止、セクハラ防止の配慮義務

　2006　男女双方に対する性差別禁止、間接差別の禁止、セクハラ対策強化

　2014　通常国会に改正法案を提出予定（現在　雇用均等分科会で議論中　連合から委員）
(2) 男女共同参画社会基本法（1999）を受けて各自治体での条例整備、推進計画等の策定

「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と

能力を十分に発揮することができる社会の実現」

　　　国で定め行動計画を策定　⇒　現在第３次行動計画

　　　条例制定・・・県は義務、市町村は努力義務（東京・北海道は男女平等参画基本（推進）条例）
(3) 次世代育成支援対策推進法（2003）・・2015年までの10年間の時限立法（行政、事業主）
　　　301人以上の労働者を雇用する事業主（一般事業主行動計画）に仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備

　 　 2011年4月からは、101人以上の企業に義務づけ（100人以下の企業は努力義務）

（①子育て中の労働者、②働き方の見直し労働条件の整備、③地域における子育て支援等）
(4) 育児介護休業法改正（2010年６月施行）

　①３歳までの子を養育する労働者に、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを義務

②子の看護休暇制度の拡充（小学校就学前の子が１人であれば年５日、２人以上は年10日）
③配偶者が専業主婦（夫）の場合、育児休業の取得不可から可能に　等
(5) 国家公務員・地方公務員育児休業法改正（2007 / 2010 / 2011）
2007  ・育児のための短時間勤務　・週20時間～25時間　・ 部分休業の対象範囲拡大
2010  ・子の看護休暇の拡充　　  ・育児休業取得の緩和   ・ 介護短期休暇制度
      2011  ・1か月以下である育児休業取得については、期末手当より支給割合を減じない

 (６) 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章（2007 / 2010）
　　　官民トップ会議（政労使）憲章と「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定
「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」
　　　① 企業・働く者 　② 国民　 ③ 国　 ④ 地方公共団体     の取り組みについて明記
４．日本の男女平等は進んでいるか　
　　　① ジェンダーギャップ指数　　101位  / 135カ国中（前年９８位）
· 世界経済フォーラムが、各国の男女間の格差を数値化してランク付したもの（経済・教育・政治分野など）
１位　アイスランド　　２位　フィンランド　　３位　ノルウェー　　22位　アメリカ
② 国会議員　　　　衆議院（7.9％）　　参議院（18.2%）
③ 地方議員        都道府県（8.6％）　市（13.3％）　　町村（8.4%）
④ 都道府県知事（6.4％）　　市区長（2.0％）　　町村長（0.8％）

⑤ 公務員管理職　　国家公務員（2.4%）　 都道府県（6.4％）　　
政令指定都市（9.8%）　市町村（10.4％）
⑥ 司法　　　　　  裁判官（17.0％）　  弁護士（16.9%）　
⑦ 国家公務員の男性の育児休業取得率（1.8％）　  地方公務員の（1.3％）
５．労働組合の中の男女平等をどうすすめるか

(1) 自治労本部の中で
　　　①1993年８月    札幌市　第62回定期大会

組織強化基本計画の中に「女性の参加拡大、男女が平等に担う組織体制の確立」明記
　　　②1994年２月    第１回女性参加推進委員会
　　　　　・意識調査　　・具体的促進計画　　・組織整備を立案　　・女性政策の策定
　　　③1994年8月    松江市　第63回定期大会　　　

・組合員意識調査配布　　・男女がともに担う自治労運動を創出すること等を決定
　　　④1995年８月　　仙台市　第64回定期大会　「男女がともに担う自治労計画」決定
　　　　　現在第４次計画　（2011.2～2014.8）
　　　　「自治労運動を男女がともに担う運動とするために、組合活動のあらゆる分野（企画・立案・決定・実践・評価等）において男女が参画する機会が平等に確保され、かつ、ともに責任を担う組織となる」ことを目的とし、活き活きとした男女がともに担う組織をめざす
(2) 県本部の中で
① 男女がともに担う自治労計画に基づいた取り組み
② 男女がともに担う自治労推進委員会の活性化
　・男女半々の構成　　・年間計画を立てる　　・男女平等に関するセミナーの開催
③ 単組女性役員を対象とした学習会の開催、女性役員の育成
④ 意志決定機関への参画（執行委員等）や大会、中央委員会などの代議員・中央委員

　 ⇒ ポジティブ・アクションの導入・・・目標達成に向けての手法のひとつ
⑤ ハラスメント防止に向けて・・・防止体制、要綱・ガイドライン等の作成
(3) 単組の中で
　　　① 女性の声が執行部に届いていますか？  相談しやすい体制になっていますか？
・・・女性役員の存在は大きい
② 特定（一般）事業主行動計画を活用していますか？
⇒ 定期的に労使で点検し、実行できる体制整備をはかる
例）セクハラ・パワハラ防止にむけての措置は？　男性の育児参加促進できているか？
③ 男女平等推進闘争（6月）に積極的に関わっていますか？
闘争の3つの柱
　　　　　「雇用主要求による男女平等の実現」・・・職場の男女平等、働きやすい環境の整備
　　　　　「地方・国への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備」・・社会全体でＵＰ
　　　　　「労働組合の男女平等参画」・・・闘争にしっかりと女性もかかわっていくことで育つ
　 ⇒ 組合交渉を行い法改正の事項を確認・・取得しやすい権利（休暇）となっていますか？　
　　　　 ⇒ 基本組織にまかせっきりになっていませんか？　・・・組合員の45%は女性
　 ⇒ 闘争にかかわることで学ぶ（闘争委員会、オルグ、交渉）・・・自信と信頼
　 ⇒ 職場の声を集める。資料を参考にする（ex..男女平等の職場づくり）。学習する。
④ 権利等取得しやすい職場環境づくり、女性が役員を担える職場環境づくり
　 ⇒ 休暇等の権利は組合運動の中で先輩たちが築き上げてきたもの・・取得することで守る
　　　　 ⇒ 育児、介護など組合に関わりにくい時期がある ・・・できるときにできることを
⇒ 女性が役員を受けたら、職場の中で女性がフォローを！
　　　⑤ 臨時・非常勤等職員の皆さんの処遇改善に取り組んでいますか？
６．おわりに

